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である。連続的教育課程のために Bachelor―╱Master of Arts、Bache-





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































告書としては、１ ?改革草案」、２ その「立法理由書」、３ それまで
の経緯の「調査報告書」、４ ?範例学習プラン」の４つが出されている。
司法大臣会議は、その「改革草案」を「連邦参議院法案」として連邦議会
に提出したが、それ自体は否決されたものの、SPDが、この内容のほと
んど採用して、SPD法案として提出し、それが現行の「改正法曹養成法」
となっている。
Ⅱ 2005年秋季会議決議 2005年11月17日
まず、定例通りに、合同調整委員会から『ボローニャ・プロセスのドイ
ツの法曹養成教育に対する影響・効果』についての報告を受ける。
もともと、司法大臣会議としては、ボローニャ・プロセスの基本的構想
は、ドイツでは、すでに、2002年７月11日の法曹養成教育改革法によって
実現されていると理解しているのである。また、それは、養成教育の国際
化についも言えることである。しかし、ヨーロッパ諸国では、ボローニ
ャ・プロセスにかかわらず大学教育の終了、成績の評価については、それ
ぞれの国内法の法律学教育体系で決定しようとしていることが留意されて
いることに注視した。
そのような、なりゆきから考えて、司法大臣会議は、ドイツにおいてボ
ローニャ宣言の目標を受け継ぐことによる完全法曹のための大学教育の新
たな構築は、すくなくとも、現在では、意義のあることではない、と確信
している、という。そのような新教育の構築は、まさに、たったいま、開
始したばかりのドイツの法曹養成教育改革法の実現の成果の価値を高める
ことはないし、また、正当化することもできない、とするのである。
結論として、司法大臣会議では、教育新構築に対して次のように認識し
ている。
●大学法学教育を Bachelor学位をもって終了した学生の大多数は、現実
的な職業の見通し（展望）が立ってはいない。
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●３年とか４年間で Bachelor教育において職業資格を身に付けさせると
いうことでは、かえって大学の曹養成教育における学問性を喪失させる
ことになる。
●ボローニャ基準による大学教育の終了試験の形態は、国による必須科目
試験が純然たる大学の試験に置き換えられることになる。しかし、実務
修習の開始のためには、法律学教育の質及び統一的な試験の要求を各ラ
ントを超えて確保しなければならないところから、国家の採用試験?適
性試験>が、さらに必要となる。そのために、学生の試験の負担は重く
なる。
●ボローニャプロセスによって、ドイツの法曹の質に付加価値が加えられ
るようなことは、全体として、はっきりと見てとることはできない。
以上の理由から、ボローニャプロセスを受け継ぐことには、消極的で
ある。
●そのうえ、ボローニャ基準を実現するに当たっても、法学部教育に引き
続く職業実践的教育は、いずれにしても必要である。それが、どのよう
な職業実践的教育のかたちにするのかという問題において、帰納的推論
は許されないと考えるのである。
そして、司法大臣会議は、法曹養成教育合同調整委員会に対して、さら
に、次のテーマについて調査・検討して報告することを委嘱した。
１ 『法曹養成改革法の影響・効果』
２ 『専門大学における BA╱MA教育課程の経験』
３ 『BA╱MA教育構造による教育にとって重要となる職業分野』
４ 『ヨーロッパ諸国の法曹養成における BA╱MA教育構造の導入』
５ 『国際的経験を考慮した分離修習モデルの展開』
Ⅲ 2008年秋季会議 2008年11月20日
司法大臣会議の秋季会議では、次の２つの項目について決議している。
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第１は、法曹養成委員会に2005年に委嘱したテーマの一つである「2003
年の法曹養成改革法がドイツの法曹養成にどのような影響・効果を与えて
いるか」についてであったが、その詳細な報告を受けたにもかかわらず、
司法大臣会議の、このテーマに対する最終的評価は、いまだにできない、
ということを確認している。
第２は、やはり、2005年に法曹養成委員会に委嘱したボローニャプロセ
スに関する、前掲の２から５までのテーマについて、詳細きわまる報告を
受けているが、やはり、評価の審議は先送りされて、あらためて調査が委
嘱されている。
その注文は「法律専門職の世界においては、焦眉の問題につき議論がな
されているが、現に様々なモデルが提案されているところも斟酌して、分
離修習ついて展開されている議論を考慮した職業実践の段階も含めて、
BA╱MA構造の可能性とその結果を解明し、2011年までに報告するこ
と」である。
ただ、このここでの委嘱においては、前述のようにボローニャプロセス
導入問題と DAVの言う分離養成問題が絡められていることが注目され
る。
そして、司法大臣会議が提言・提案するためには、必ず、①合同調整委
員会に調査・検討を委嘱して、②その結果を報告書にまとめさせ、それに
基づく報告を聴取して審議し、③その結論として、提言なり、提案を公表
してきた。
そこで、次稿から、この三段階のそれぞれの詳細な報告書を基本とし
て、司法大臣会議の提言・提案を取り上げたい。結局、ドイツ法曹養成の
改革思潮の衝突を融合させているのは、この報告書において、だからであ
る。そのために、時計の針を逆に戻して2001年の「改革法案」とその「立
法理由」の報告書から始めることにする。これが、司法大臣会議の法曹養
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成についての基本となっているからである。
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